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本研究では，保育所待機児童対策のための基礎的評価指標を提供することを目的として，保育所アクセ

シビリティを算出し，待機児童の発生状況と比較することで，アクセシビリティ指標に基づく待機児童発

生評価の有効性を検討する．対象地域を名古屋市緑区とし，保育所アクセシビリティを算出した．同時に，

緑区の保育施設利用者を対象にアンケート調査を行い，緑区の保育施設利用状況等を集計化されたデータ

として得た．緑区はアクセシビリティ値が1未満の地区が多く，保育施設の需要に対して供給が不足して

いる．女性が安心して子供を産み，育て，働ける社会になるためには，良質で手頃な保育施設の拡充が求

められる． 
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1. はじめに 

 

少子高齢化が進む我が国において，子育て支援は重要

な政策課題となっている．一方，世帯の核家族化の進行

や女性の社会進出等に伴い，大都市を中心に保育施設の

待機児童の発生が依然として問題となっている．これに

対し，平成24年8月には，いわゆる「子ども・子育て関

連3法」が成立し，保育施設の量的拡大・確保などを盛

り込んだ「子ども・子育て支援新制度」が平成27年4月

からスタートする予定となっている． 

待機児童発生の背景には，保育所への入所を希望する

ニーズに対する保育所の絶対量の不足や0～3歳児枠が少

ないという需給ギャップの問題とともに，居住地から通

園・通勤が可能な場所に入所できないという空間的なミ

スマッチが原因と考えられている．これに対し，河端1)

は保育所の待機児童問題に対し，「需給」と「空間」の

両ミスマッチを表現可能な保育所アクセシビリティ指標

を提案している．河端1)の研究では、東京と文京区を対

象に、通園限界距離の閾値を500m,750m,1,000mという3種

類を設定し，それぞれの距離に対し，保育所アクセシビ

リティを算出しいている．東京23区では徒歩や自転車で

の送迎が多いことから，比較的近距離の閾値が設定され

ていると考えられるが，東京23区などの大都市以外では，

自動車での送迎の割合が高いことから，近距離のアクセ

シビリティ指標では実態を表現できないと考えられる． 

そこで本研究では，愛知県名古屋市のうち，近年，子

育て世代が増加し，待機児童が多く発生していた緑区を

対象として，まず，アンケート調査を実施することによ

って保育所への通園実態を把握した上で，実際の通園手

段や通遠距離に合った保育所アクセシビリティの算出を

試みる．また，待機児童数とアクセシビリティ指標との

関係を明らかにすることによって，アクセシビリティ指

標を用いた待機児童数評価の有効性を検討する．  

 

 

2. 名古屋市における待機児童の現状 

 

(1) 名古屋市の待機児童数  

保育所の待機児童は東京や横浜などの大都市で特に問

題視されてきた．名古屋市でもこれまで多くの待機児童

が発生している．表-１にH24年～H26年（各年，４月時

点）の名古屋市の保育所等入所状況を示す 2)．ここで，
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待機児童数(F)は，「入所保留児童数(C)」- 「国の定義

に基づく除外児童数(D)」と定められている．入所保留

児童数(c)は，保育所入所を申込んでいるが入所できて

いない人数であり，「国の定義に基づく除外児童(D)」

の定義は，「家庭保育室を利用」，「認可外保育施設運

営支援事業対象施設等を利用・一時保育を利用」，「4

月 1日現在，育児休業中」，「特定の保育所のみの申込

等」の合計である(表-1)． なお，「特定の保育所のみ

の申込等」とは，入所可能な保育所があるにも関わらず，

特定の保育所への入所のみを希望しているため，保育所

等に入所していない児童数である．名古屋市では，平成

26年 4月時点では，1,032人もの待機児童が発生してい

たが，平成 26年 4月時点には待機児童数が 0人となっ

たことが発表された．しかし，前述の「特定の保育所の

みの申込等」が平成 26年 4月時点でも 756人となって

おり，潜在的にはまだ多くの待機児童がいるとも解釈で

きる．また，入所可能な保育所があるにも関わらず，特

定の保育所以外に入所しないということは，空間的なミ

スマッチが生じている可能性を示唆している． 

 

表-1 名古屋市保育所等入所状況 

 

 (2) 名古屋市緑区における待機児童 

名古屋市の中でも緑区は，比較的地価が安く，住宅を

取得しやすいことや地下鉄延伸により，以前よりも交通

利便性が改善していること等から，近年，子育て世帯の

転入が特に多い区である．そのため，図－１に示すよう

に待機児童数は名古屋市の中で最も多い区であった．平

成 24年の緑区の待機児童数は，191人に達したが，平成

25年には 29人，平成 26年は 0人と劇的に解消してきて

いる．しかし，前述のように，潜在的な待機児童や空間

的なミスマッチは依然として残されていると考えられる．

本研究ではこの名古屋市緑区を対象として，保育所の通

園や待機児童のアンケート調査を行い，実態を把握した

上で，保育所アクセシビリティの算出を行う． 
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図図図図----1111    名古屋市区別待機児童数(H21～H25の合計)    

 

 

3. アクセシビリティ指標と本研究の評価方法 
 

(1) アクセシビリティ指標 

アクセシビリティ指標は，Hansen3)が1959年の論文で

初めて導入して以来，非常に多くの研究が蓄積されてき

た．アクセシビリティの定義についても，これまで様々

な定義がなれれているが，Hansen3)は「相互関係の機会

に関するポテンシャル」と定義し，Geurs4)は，交通と土

地利用の相互作用に着目し，「人々が土地利用交通シス

テムのおいて，ある交通手段を利用し，活動や目的地に

到達することを可能にする程度」と定義している．アク

セシビリティ指標に関する詳しいレビューは，Geurs, 

Ritsema van Eck5)などを参照されたい． 

アクセシビリティ指標は，以前は空間分析のためのツ

ールという位置づけであったが，10年ほど前から欧米諸

国で積極的にプランニングの実務に応用されるようにな

ってきた．英国ではアクセシビリティ指標を交通計画の

プロセスなどに積極的に活用する動きが今世紀初頭から

見られ，アクセシビリティ・プランニングと呼ばれてい

る．英国では，1990年代後半以降，都市の郊外化，施設

の大規模集約化とともに，アクセシビリティが低下して

いた．そのような問題の背景には、誰もアクセスの保証

に関する責任を持たず，単に交通計画者が解くべき問題

と見なされてきたこと等が指摘されている．その後，土

地利用計画や各種サービス提供セクターとの連携のもと

に社会的排除に対処すること，多部門間で共有できる客

観的アクセシビリティ評価を行うこと，ならびにその手

法を整備することを目的とし，アクセシビリティプラン

ニングが導入された6)．2006年～2010年度に策定された

地方交通計画(Local Transport Plan : LTP)では，「アクセシ

ビリティプランニングはLTPおよびその実施において重

要な要素であり続ける」とされ，イングランドでは施設

立地計画とアクセシビリティによる評価との連携が重要

視されていることがわかる． 

 

区 分 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 

就学前児童数 118,232 117,919 116,732 

保育所入所申込数(A) 36,710 38,179 39,680 

保育所入所児童数(B) 35,008 36,864 38,558 

入所保留児童数(C)＝(A)－(B) 1,702 1,315 1,122 

 国の定義に基づく除外児童数(D) 670 1,035 1,122 

  家庭保育室を利用(Ｅ) 205 251 366 

  認可外保育施設運営支援事業

対象施設等を利用 
 0 8 

  一時保育を利用 25 18 15 

  4月1日現在，育児休業中 63 65 45 

  特定の保育所のみの申込等 377 701 688 

 待機児童数(F)＝(C)－(D) 1,032 280 0 

保育所及び家庭保育室に入所できない

児童数(G)＝(C)－(E) 
1,497 1,064 756 
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(2) 本研究における保育所アクセシビリティ評価指標 

本研究では名古屋市緑区を対象に，保育所アクセシビ

リティを計算し，待機児童の発生との関連を評価するこ

とによって，保育所の空間的ミスマッチの解消など，今

後の待機児童対策を検討するためのツールとしてアクセ

シビリティ指標を有効に活用するための課題を抽出し，

保育所アクセシビリティ指標の改良を行う． 

本研究における保育所アクセシビリティ指標は河端 1)

に従って，以下の(1)式を用いる．  

 

(1)  

 

 

ここで，a：年齢，Ai：居住地 iの保育所アクセシビリ

ティ，Sj：保育所 jの定員，dij：居住地 iと保育所 jの道

路上の距離，djk：保育所 jと居住地 kの道路上の距離，

d0：通園限界域を決める通遠距離の閾値，r：保育所需

要率，Pa
k：居住地 kに住むa歳児の人口 

(1)式で算出された保育所アクセシビリティ指標の分

母は，ある保育所から通園限界域内に住んでいる a歳児

のうち，当該保育所へ通園を希望する需要率を掛けた総

需要数を表している．一方，分子は当該保育所の a歳児

の定員を表している．あるゾーンの保育所アクセシビリ

ティは，当該ゾーンから通園限界域内に含まれる保育所

すべてについて，この分数の値を合計した値となる．し

たがって，保育所アクセシビリティ値が 1の場合は，保

育所の需給が均衡， 1未満の場合は需要超過，1より大

きい場合は，供給超過を表す． 

 

(3) ゾーン設定  

本研究におけるアクセシビリティ指標のゾーンの設定

は，なるべく詳細ゾーン単位でアクセシビリティの違い

を表現するため，国土技術政策総合研究所が作成してい

る「アクセシビリティ指標活用の手引き(案)」7)に従い，

100ｍメッシュを 1 つの空間単位として算出する．年齢

別人口は平成 22年度国勢調査の 500mメッシュのデータ

をもとに 100mメッシュへ分割する．図-2は 500mメッ

シュから 100mメッシュへの分割のイメージを表してい

る．ここで，水色で塗られたメッシュは，主な土地利用

が人々の居住する「建物用地」であるメッシュを表して

おり，緑色のメッシュは，山林や緑地など，人々の居住

していないメッシュを表している．本研究では，500ｍ

メッシュの人口データを土地利用状況が「建物用地」に

該当するメッシュに案分する．例えば，500mメッシュ

に 30人の児童がおり，居住可能メッシュ数が 10であれ

ば，50/10=3となり，各メッシュに 3 人ずつの児童を割

り付けるとする． 

 

図図図図----2222    100ｍメッシュの人口データの作成 

 

 

4. 保育所利用者へのアンケート調査 
 
本研究を行う上で，対象地域の名古屋市緑区の保育施

設利用者を対象にアンケート調査を行った． 

このアンケート調査の目的は，保育所アクセシビリテ

ィの算出に必要な限界通園域の設定や，名古屋市緑区の

保育施設利用者状況等を，集計化されたデータとして得

ることである．アンケート調査概要は以下の通りである． 

 

表-2 保育所アンケート調査の概要 
対象者 名古屋市緑区の保育施設を利用する 0～5歳

の子供を持つ保護者 
対象保育施設 
(回収数/配布数,
回収率) 

A 保育園(24/45,55%)，B保育園(26/30,86.7%)，
C 保育園 (50/70,71.4%)，D 保育園 (42/75, 
56.0%)，E 保育園(56/105,53.3%)，F 保育園

(83/100100,83%),，合計(281/425,66.1%) 
調査期間 平成25年11月18日から12月2日まで 
方法 郵送配布，保育所で取りまとめ，郵送回収 
アンケート内容 ①アンケート回答者の属性・年齢・勤務

地，②保育施設への通園方法，③保育施設

までの通園時間，④居住地，⑤保育施設に

通う子供の数，⑥同じ保育施設に通園して

いるか否か，⑦兄弟姉妹が異なる保育施設

に通う理由，⑧兄弟姉妹を同じ保育施設に

通わせたいか否か，⑨待機児童経験の有

無・期間，⑩収入の伴う仕事をする保護者

の属性，⑪保育施設や待機児童に関する自

由意見 

 

 

(1) アンケート調査の概要 

名古屋市緑区の保育施設利用者を対象にアンケート調

査を行った結果が以下の通りである． 

本研究では，緑区の私立保育園のうち，空間的な偏り

の無いようにランダムに抽出した6園にアンケート調査

に協力していただいた．各保育園別のアンケート配布数

は，A保育園：45，B保育園：30，C保育園70，D保育園

75，E保育園105，F保育園100の計425通で，このうち，

281通が回収でき，回収率は，全体で66.1％であった． 
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(2) 保育所までの交通手段と通園時間 

保育所までの交通手段の割合と交通手段別の平均通園

時間を図-3に示す．保育施設への交通手段は，自動車利

用者が79%と最も多く，名古屋市緑区が車依存度が高い

ことを示している．実際に，アンケート調査を行う上で，

利用者から「緑区は車社会だから，保育所の駐場をもっ

と設けてほしい．」「車で送迎する際，保育園周辺が送

迎車で渋滞し，スムーズに子供を預けることができな

い．」等の自由記入欄への回答が得られている．また，

自転車と徒歩は全体の10％程度にとどまっている． 

平均通園時間は，交通手段間の差はほとんどなく，概

ね10分程度となっている．これらの結果値は，保育所ア

クセシビリティの算出に使用した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図- 3 保育施設までの交通手段別平均通園時間 

 

(3) 保育所の選択や待機児童の実態 

次に，現在，調査対象となった6つの保育所に子ども

を預けている父母を対象に，保育所の選択や待機児童の

実態について尋ねた．その結果，全体の32％の世帯が，

子供が待機児童になったことがあると答えた．待機児童

になった子供の年齢は0～2歳児が多いことがわかった．

これは緑区の認可保育所が全体的に乳児の受け入れ枠が

少ないことが関係していると考えられる．待機児童期間

の最長は36ヶ月で，全体平均は約10ヶ月であった． 

次に，保育施設に通う兄弟姉妹が複数いる場合，兄弟

姉妹が同じ保育施設に通園しているか否かについて尋ね

たところ，兄弟姉妹が同じ保育園に通っていると答えた

世帯が全281世帯中，54世帯，異なる保育園に通ってい

ると答えた世帯が20世帯であった．異なる保育園に通う

理由として，最も多かった回答は，「希望の保育所が定

員に達していたため」という回答であった．その他，

「受け入れ可能年齢制限から外れるため」「個人に合わ

せた保育施設に通わせるため」等の回答があった．緑区

の認可保育所のうち，受け入れ可能年齢が0～3歳という

保育施設も少なくない．そのため，子供の年齢によって

は，保育施設選択の際に選択肢から外れてしまう保育施

設が発生する．また，アンケート調査を行う中で，保護

者から次のような意見も上げられた． 

・兄弟姉妹が異なる保育施設に通うのは，親の負担が大

きすぎる． 

・兄弟姉妹が同じ保育園に通えるように，優先的に受け

入れてほしい． 

・3歳児までの保育施設が増えているが，5歳児まで同じ

園に通わせたい． 

実際に全体の約97％の保護者が，兄弟姉妹を同じ保育園

に通わせたいと回答している．これらのミスマッチが潜

在的な待機児童を発生させている要因と考えられる． 

 

 

5. 保育所アクセシビリティの算出 

 

(1) アクセシビリティ指標算出のための初期設定 

 前述の(1)式で求められるアクセシビリティ指標の数

値を計算するため，各100ｍメッシュの中心点から保育

所までの距離のデータが必要となる．メッシュ中心点か

ら保育所までの距離を算出するため，ArcGIS (ver10.2)お

よびArcGISのエクステンションソフトであるNetwork 

Analystを用いて，各拠点間の最短経路距離を計算した．

道路ネットワークは，ArcGIS Data Collectionの道路網2014

を使用した．道路網2014の道路ネットワークデータは，

財団法人日本デジタル道路地図協会発行の全国デジタル

道路地図データベースの2012年度版をもとに作成されて

いる．2012年，2013年，2014年のメッシュを計測する． 

 次に，保育所の需給に関する設定について説明する．

各年齢別の保育所の定員は，公表されている保育所定員

を受け入れ可能年齢で案分した値を用いた．すなわち，

0～5歳までが受け入れ可能な保育所であれば，全体の定

員数を6で割ることによって，1歳あたりの定員を算出し

た．また，保育所需要率(r)は次式で計算した．〔(認

可･認可外保育所定員＋旧定義待機児童数－旧定義待機

児童数のうち認可外保育所に入所している児童数)÷人

口〕．H24,H25,H26の各年の名古屋市緑区の保育所需要

率は，それぞれ，0.301，0.296，0.306となった．よって，

保育所需要率ｒは一律0.3を使用することとした． 

 

(2) 通園限界域(d0)の設定 

通園限界域(d0)の設定は，保育所アクセシビリティを

算出する上で極めて需要である．前述のように，既存研

究 1)では東京 23区内が対象エリアだったため，徒歩・

自転車圏内の通園限界域が設定されていたが，前章で述

べたように名古屋市緑区の保育所を対象に行ったアンケ

ート調査から，保育園までの通園手段は 79％が自動車

を利用していることから，比較的長い距離の通園も行わ

れていると考えられる．そこで，本研究では，徒歩，自

転車だけでなく，自動車での通園も想定した通園限界域

(d0)の設定を行う． 
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自動車を利用する家庭の平均通園時間は 9.1分，自転

車での平均通園時間は 10.1分，徒歩は 9.4分となってい

たことから，どの交通手段も通園時間はおよそ 10分程

度であることが確認できた．ここで，自動車の平均速度

は，名古屋市一般道で 20km/h，名古屋市一般国道で 20．

6km/hであることから，自動車の平均速度はおよそ

20km/hと考えられる．これに単純に平均通園時間をか

けると 3.3kmとなるが，朝の通勤時間帯などを考慮する

と，自動車利用者の平均通遠距離はおよそ 2,500m～

3000mと考えられる．次に，自転車の平均速度は，地域

や年齢によってばらつきがあるが，11km/h～15km/h8)と

程度いう調査結果がある．母親などが子供を乗せて自転

車を走行する場合，あまりスピードを出せないと考えら

れるため，自転車の平均速度は 10km/hと考えると，自

転車利用者の平均通遠距離は 1,000m～1500m程度と考え

られる．徒歩速度に関しては，既存研究 1)と同様に子連

れの徒歩速度を 3km/hとする．徒歩の平均通遠距離は

500m程度となる．そこで本研究では 500m，1000m，

2500m，3000mという 4種類の通園限界域(d0)を用いて，

保育所アクセシビリティを算出した． 

 

(3) 保育所アクセシビリティの算出結果 

 

図-4 に 2012年（H24年），2014年（H26年）の保育

所整備状況の条件下で算出した保育所アクセシビリティ

の結果を示す．図-4 の結果から，通園限界域を変化さ

せることで，同じ年であっても保育所アクセシビリティ

の値が大きく変化することがわかる．限界通園域が

500m(図-3a)の場合，アクセシビリティが 0.25未満と著

しく低い地区が多い．名古屋市緑区で最も多い自動車通

園を想定した 3000m(図-3d) の通園限界域では，アクセシ

ビリティが 1以上で供給充足の地区は緑区の広い範囲を

カバーしている．しかし，その範囲は中心部に限られて

おり，その周辺部ではアクセシビリティが 0.75未満の

地区が多くなっている．特に，大高台学区と大清水学区

の一部ではアクセシビリティが 0.25未満と低い地区も

ある．アクセシビリティが中心部で高い理由は，緑区以

外の保育所への通園を考慮していないためと考えられる．

周辺区の保育所も含めたアクセシビリティの改善が必要

である．また，500mから 3000mまで限界通園域を増加

させるとアクセシビリティが高まることが確認できるが，

2500mから 3000mにかけてはアクセシビリティが 1以上

のエリアの面積が一律に拡大しているわけではない．む

しろアクセシビリティいが低下しているメッシュも見ら

れる．これは通園限界域が広がると，その中に含まれる

保育所は増加するものの，保育所へ通園可能な人口も増

加することから，(1)式における分母の拡大スピードが

分子の拡大スピードを上回るためと考えられる．  

(4) 保育所アクセシビリティと待機児童数との関係 

 

次に 2012年と 2014年のアクセシビリティ通園限界域

ごとに比較する．平成 24年から平成 26年にかけて，緑

区では新たに 9箇所の保育所が新設した．その結果，ど

の通園限界域でも，大きな変化は見られないが，通園限

界域が 2500m，3000mで，新設された保育所付近を比較

してみると，僅かに保育所アクセシビリティの改善が見

られる． また，徒歩を想定した通園限界域 500mのケー

スでは，H24年時点では，アクセシビリティ指標が 0.25

未満と低い地域でも新たに保育所が新設されたことによ

り，アクセシビリティ指標が１を超えるようなエリアも

確認できた． 

前述のように，平成 26年には国の定義による待機児

童は緑区でも 0になった．平成 24年時点では 191人だ

ったことから，保育所がこの間に新設されたことで待機

児童が解消されたことがうかがえる．一方，アクセシビ

リティ指標においても，通園限界域 2500m以上のケー

スでは，外延部を除き，アクセシビリティはいずれも高

い値を示しており，需要超過が解消していることがうか

がえる．車での通園がおよそ 8割というこの地域では，

自動車を想定した通園限界域を設定することにより，待

機児童の発生評価を適切に行えることが示唆された． 

なお，アクセシビリティが低い地区には，近隣に保育

施設が存在しないことに加え，近隣に保育施設があって

も，定員数が少ないため，需要に対して供給が足りてい

ない地区でアクセシビリティが低くなる傾向が考えられ

る．このような地区では，施設の設置だけではなく，施

設の拡充や保育士の雇用拡大などの措置も必要と考えら

れる． 

 

(5) 保育所アクセシビリティ指標の改善に向けて 

 

本研究では既存研究の手法を参考に，保育所アクセシ

ビリティを算出したが，課題もいくつか残されている．

まず，通園限界域が広いケースでは，保育所アクセシビ

リティを計算する際に，人口を重複して計算することに

なり需要が過大に集計されている．この点は，重複する

場合は一番近くの保育園を選ぶなどのルールを設けるこ

とで改善していく必要がある．また，交通手段が異なる

とアクセシビリティが大きくこと変化することがわかっ

た．そのため，交通モードの選択や複数の交通手段を統

合的に扱えるようなアクセシビリティの改善が必要と考

えられる．さらに，今後の需給バランスや空間的なミス

マッチを検討するため，将来の立地変化を組み込んだよ

うなアクセシビリティの評価方法について検討する必要

があると考えている． 
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図図図図----4444    保育所アクセシビリティ(0～4歳)    



 

 7 

6. 結論 

 

本研究は，愛知県名古屋市の中で待機児童の多い緑区

を対象に，保育所へのアンケート調査を行い，通園実態

と潜在的な待機児童の実態を明らかにした．また，この

調査結果を踏まえ，保育所アクセシビリティの算出，分

析を行った．その結果，アクセシビリティ指標は，待機

児童の発生や空間的ミスマッチを検討する有力なツール

となる得ることが確認できた．しかし，通園する交通手

段によって，大きくアクセシビリティが異なることから，

本研究のように，通園時の交通環境を把握するとともに，

複数の交通手段に対応したアクセシビリティ指標の開発

が課題である． 

現在，国や自治体などでも保育施設の質と量の改善は

積極的に検討されているが，保育施設の場所や空間的ミ

スマッチは十分に検討されているとは言えない．保育所

アクセシビリティ指標は，今後の保育計画に有用な指標

となると期待できる． 現在，子育てと仕事の両立支援

は国の重要課題となっており，保育施設の果たす役割は

大きい．子供を安心して預けることができる保育施設を

拡充させ待機児童を減少させることで，社会で活躍する

人材の確保にも繋がると考える．保育所アクセシビリテ

ィの研究が今後の保育計画に役立つことを期待したい． 
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